
５ 医療費適正化の取組を行った場合の効果の算出方法及び都道府県医療費の将来推計の方法 ５ 医療費適正化の取組を行った場合の効果の算出方法及び都道府県医療費の将来推計の方法
第四期都道府県医療費適正化計画においては、健康の保持の推進及び医療の効率的な提供の
推進により達成が見込まれる医療費適正化の効果を以下に示す考え方により推計する。

第四期都道府県医療費適正化計画においては、健康の保持の推進及び医療の効率的な提供の
推進により達成が見込まれる医療費適正化の効果を以下に示す考え方により推計する。

また、都道府県独自の取組を行っている場合については、その取組の効果について、都道府
県において必要に応じて織り込むこととされたい。

また、都道府県独自の取組を行っている場合については、その取組の効果について、都道府
県において必要に応じて織り込むこととされたい。

以下のからまで及び都道府県独自の取組において推計した推計値をもって医療費適正化
の効果とする。

以下のからまで及び都道府県独自の取組において推計した推計値をもって医療費適正化
の効果とする。

なお、以下で用いる令和11年度の入院外医療費は３で算出したものを用いる。 なお、以下で用いる令和11年度の入院外医療費は３で算出したものを用いる。
・ （略） ・ （略）
 地域差縮減に向けた取組による効果算定  地域差縮減に向けた取組による効果算定
骨太方針2023において、一人当たり医療費の地域差半減に向けて地域の実情に応じて取り
組むこととされている。そのため、本方針では、数値目標を定める特定健康診査等の受診率
の向上及び後発医薬品の使用促進の効果を取り除いた後の都道府県別の令和11年度の一人当
たり入院外医療費について、年齢調整を行い、なお残る一人当たり入院外医療費の地域差に
ついて全国平均との差を半減することをもって、地域差半減として取り扱う。

骨太方針2023において、一人当たり医療費の地域差半減に向けて地域の実情に応じて取り
組むこととされている。そのため、本方針では、数値目標を定める特定健康診査等の受診率
の向上及び後発医薬品の使用促進の効果を取り除いた後の都道府県別の令和11年度の一人当
たり入院外医療費について、年齢調整を行い、なお残る一人当たり入院外医療費の地域差に
ついて全国平均との差を半減することをもって、地域差半減として取り扱う。

地域差縮減に向けた取組として、糖尿病の重症化予防の取組の推進、医薬品の適正使用の
推進及び医療資源の効果的かつ効率的な活用による効果をからまでにより算定する。

地域差縮減に向けた取組として、糖尿病の重症化予防の取組の推進、医薬品の適正使用の
推進及び医療資源の効果的かつ効率的な活用による効果をからまでにより算定する。

～ （略） ～ （略）
 効果が乏しいというエビデンスがあることが指摘されている医療の適正化については、
急性気道感染症及び急性下痢症の治療において処方された抗微生物薬に係る調剤費等の適
正化による効果を算定する。具体的には、令和元年度の当該調剤費等を用いて、次式によ
り算定する。

 効果が乏しいというエビデンスがあることが指摘されている医療の適正化については、
急性気道感染症及び急性下痢症の治療において処方された抗微生物薬に係る調剤費等の適
正化による効果を算定する。具体的には、令和元年度の当該調剤費等を用いて、次式によ
り算定する。

（

令和元年度の当該都道府県における急性気道感染症・急性下痢症患者に係る抗菌薬の

調剤費等＋令和元年度の当該都道府県における神経障害性


疼
とう

痛を除く腰痛症の患者に対す


るプレガバリン処方の調剤費等）


÷２÷令和元年度の入院外医療費×令和11年度の入院外
医療費の推計値

令和元年度の当該都道府県における急性気道感染症・急性下痢症患者に係る抗菌薬の調
剤費等÷２÷令和元年度の入院外医療費×令和11年度の入院外医療費の推計値

 （略）  （略）
６・７ （略） ６・７ （略）

（ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ）

改 正 後 改 正 前

令 和 八 年 四 月 一 日 か ら 令 和 九 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 の 雇 用 保 険 法 施 行 規 則 第 百 十 二 条 第 二 項

第 一 号 イ の 厚 生 労 働 大 臣 が 指 定 す る 地 域 は 、 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 都 道 府 県 の 区 域 の う ち 同 表

の 下 欄 に 掲 げ る 区 域 と す る 。

令 和 七 年 四 月 一 日 か ら 令 和 八 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 の 雇 用 保 険 法 施 行 規 則 第 百 十 二 条 第 二 項

第 一 号 イ の 厚 生 労 働 大 臣 が 指 定 す る 地 域 は 、 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 都 道 府 県 の 区 域 の う ち 同 表

の 下 欄 に 掲 げ る 区 域 と す る 。

都 道 府 県 区 域 都 道 府 県 区 域

（ 略 ） （ 略 ）

令
和

年

月

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日
火
曜
日

(号
外
第


号
)

官
報

〇 厚 生 労 働 省 告 示 第 百 六 十 四 号

雇 用 保 険 法 施 行 規 則 （ 昭 和 五 十 年 労 働 省 令 第 三 号 ） 第 百 十 二 条 第 二 項 第 一 号 イ の 規 定 に 基 づ き 、 雇 用 保 険 法 施 行 規 則 第 百 十 二 条 第 二 項 第 一 号 イ の 厚 生 労 働 大 臣 が 指 定 す る 地 域 （ 平 成 十 九 年 厚 生 労 働

省 告 示 第 二 百 七 十 三 号 ） の 一 部 を 次 の 表 の よ う に 改 正 し 、 令 和 八 年 四 月 一 日 か ら 適 用 す る 。 た だ し 、 同 年 三 月 三 十 一 日 以 前 に 同 号 ロ に 規 定 す る 計 画 を 都 道 府 県 労 働 局 長 に 提 出 し た 同 号 イ の 事 業 主 に 対 す

る こ の 告 示 に よ る 改 正 前 の 雇 用 保 険 法 施 行 規 則 第 百 十 二 条 第 二 項 第 一 号 イ の 厚 生 労 働 大 臣 が 指 定 す る 地 域 の 適 用 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

令 和 八 年 三 月 三 十 一 日 厚 生 労 働 大 臣 上 野 賢 一 郎




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